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保健福祉行政サ ー ビス の 充実 に か か わ る看護 の 機能
山 口 佳 子 (千葉大学大学院看護学研究科博士後期課程)
本研究 で は, 保 健福祉行政サ ー ビ ス を枠組 み と して 展開す る看護 の 今後 の 発展の させ 方を追求す る こ と を 目的に, 保健婦
( 士)が実践活動 に お い て 果た し て い る看護 の 役割 ･ 機 能の 現状を明 らか に する｡
東京都多摩地区に お け る市町村お よ び保健所 の 常勤保健婦を対象 に, 平成 8年度 に最も力を入れ て 行 っ た と思う援助事例
を選ん で もら い , 自記式調査票を用 い て 調査を行 っ た｡ こ れ に より, 2 市 2 町 ･ 5保健所 1保健相談所 に所属する21人 の 保
健婦か ら24事例 の 回答 を得, 保 健婦 の 認識 を と ら え た｡ 回答 の 記述か ら援助課題, 手段 と し て 用 い て い た行政事業, 看護 の
機 能を それ ぞれ 抽出 し, 看護 の 役割 ･ 機能 の 現状 に つ い て 確認 した ｡ こ こか ら, 保健婦(士)は, 今 日 の わ が 国 の 保健福祉行
政 サ ー ビ ス に期待 され て い るど の よ う な 役割 ･ 機能 を担 うもの で あ るか , ま た, そ れ に よ っ て , 保健福祉行政 サ ー ビス を真
に人 々 の 役 に立 っ もの と して , ど の よ うに 発展 させ て い る の か を検討 した ｡
そ の 結 果, 保健婦 (士) は, 今 日の わが 国 の 保健福祉行政 サ ー ビ ス に 期待 され て い る以 下 の 4 つ の 役割を , 看護固有 の 機
能を用 い る こ と に よ っ て 担 い , 発展 さ せ て い る こ とを確認 した｡
① 援助を必要 と しな が ら得 る こ と の むずか し い 人 々 に対して , 必要 な サ ポ ー トを行き届か せ る こ と を保障す る｡
② 援助者 と し て の責 任性 や自治 の 担 い 手 と して の 住民 の 責任性をより主体的 に発揮す る こ と を促 し, 地域社会と し て の サ
ポ ー ト シ ス テ ム を活性化 させ る こ と に よ っ て 健康な 地域社会 を維持 ･ 発展 さ せ るo
③ 基礎的自治体 で あ る市町村 と広域的自治体 であ る都道府県 と の 重層構造 に よ っ て 地 域 へ の 行政 と して の 責 任を 発揮す
る｡
④ 将来を展望 して 長期的な視点か ら計画的 な予防活動を積極的 に推進する｡
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I . 目 的
わが 国の保健婦 (士) は, 昭和12年の保健所法制定に
よ っ て行政サ - ビ ス の 一 部 を担う看護職と して 法的に位
置づ けられた｡ 以来, 各時代に おける社会的 ニ ー ズ と し
て の健康課題 に対 して 試行錯誤しながら取り組む過程を
通じて , 保健 ･ 福祉行政事業の枠組みの 中で展開する看
護専門職の役割 は｢公衆衛生看護 (Public He alth Nu r s-
ing)｣と し て , わ が国 の看護専門職にお ける - 専門領域
とし て確立され て き た｡ これ は, 健康 の保持増進 ･ 疾病
の予防 ･ 健康 の 回復など幅の広い目的で , 地区内に居住
するす べ て の人 々 の 健康を守る活動に責任を負う も の で
あり, 必要 で ある に もかか わらず自ら助けを求め て こ な
い住民の潜在的 ニ ー ズを捉え, 優先し, 積極的に手をさ
しの べ て いく o utr e a ch の 機能や , 援助を要する人を支
える ため に役立 っ人 々 を , 専門職 ･ 非専門職を問わず地
域社会の中に広く見出して結び つ けたり, こ れ ら の援助
者の 行う サ ー ビ ス と自分の 行うサ ー ビ ス と を織り込ん で
い っ た りする ヘ ル ス ケ ア チ ー ム づ く り の 機能 , さ ら に ,
こ れ らを施策化する こと に よ っ て 社会的な援助 シ ス テ ム
と して 位置づ け て い く機能 1) が重要で あると い われ て き
た｡
しか しなが ら, こ れ ら の機能 は, 行政 サ ー ビ ス に看護
を位置 づ ける こ と の意味, すなわち行政サ ー ビ ス に お い
て看護が果た し て い る役割と い う側面か らは十分に検討
され て こ なか っ た｡
そ こ で , 本研究で は, 保健福祉行政サ ー ビ ス を枠組み
とし て展開する看護の今後の発展の さ せ 方を追究する こ
とを目的と し て , 保健婦 (士) の 実践活動に お い て , 煤
健福祉行政サ ー ビ ス の充実 ･ 発展 に果た して い る看護の
役割 ･ 機能の 現状を明らか に する｡ こ れ に よ り, 看護専
門職で ある保健婦 (土) は, 今日 の わが国の 保健福祉行
政サ ー ビ ス に期待され て い る どの ような役割 ･ 機能を担
い , 保健福祉行政サ ー ビ ス を真 に人 々 に役立 っ もの とし
て , ど の よう に発展させ るも の で あるかを検討する｡ ま
た, こ れ らの 看護の 機能 ･ 役割をとらえるため の 研究方
法の あり方を模索する ｡
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Ⅱ
. 方 法
1
. 調査対象
基礎的自治体で ある市町村と , 広域的自治体で ある都
道府県の保健所とで は行政組織と して 担う役割が異なる
ことか ら, 市町村保健婦 (士)と保健所保健婦 (士) と
で は発揮して い る看護の機能も自ずと異なる部分がある
と考え , 両者を調査対象と した｡
東京都多摩地区31市町村を平成6年10月 1 日人口 に 基
づ い て 9段階に分類 して 6市3町1村を選定し, さ ら に
こ れ ら の市町村を所管する6保健所2保健相談所 (以下,
保健所と表記) を選定 した｡ 平成8年度に当該市町村お
よび これ らを所管する保健所 に所属 して い た常勤保健婦
(士)のう ち, 退職者や長期休業者10人を 除く112人 (市
町村60人, 保健所5 2人) を調査対象と した｡ 平成9年4
月1 日付で他 へ 異動した保健所保健婦 (士)20人に つ い
て も調査対象に含めた｡ な お, 性別 は全員女性で あ っ た
ため, 以下は保健婦と表記する｡
2. 調査方法
平成9年5月から6月を調査期間と し, 対象者個人宛
に自記式調査票を郵送 し, 郵送 に て 回答を得た｡
今日行われ て い る保健婦活動 は非常に幅広い が, 保健
婦自身が力を入れて行 っ た活動の 中に は, 行政 サ ー ビ ス
を担う看護職の考え方がより明確に反映され て い ると考
えられる｡ そ こ で , 平成8年度の 1年間に回答者自身が
行 っ た活動の うち最も力を入れ た活動に つ い て , ①回答
者が活動に取り組み始め て か ら調査時点まで の活動経過
および援助意図, ②そ の活動に最も力を入れた理由, ③
そ の活動に お い て 回答者が果たした役割の うち行政に所
属する保健婦(士)として 重要で あ っ た と思うもの , ④ そ
の活動に お い て 行政に所属する保健婦(士)が今後果たし
て い く べ きで あると思う役割に つ い て 記述 し て もら い ,
実践活動を担 っ て い る保健婦の認識を捉えた ｡
回答者自身の属性とし て , 年齢, 看護職と し て の経験
年数, 調査対象とした市町村 ･ 保健所における勤務年数,
職位 に つ い て , 平成8年度末現在の 状況を調査した｡
3. 分析方法
1) 援助課題の抽出 :保健婦が援助が必要で あると判
断するもの , すなわち ｢援助課題｣ は, 行政 サ ー ビ ス を
担う看護職の考え方を示すもの と考え られ る ｡ そ こ で ,
調査項目① - ④ に つ い て の 記述か ら, 援助課題を抽出し
た｡ さ ら に , こ の援助課題の 内容や特徴に つ い て筆者が
解釈し, 解釈が共通するもの を同じ カ テ ゴ リ ー に 分類 し
た｡
2) 手段と して 用 い て い た行政事業の抽出 :保健婦は,
行政事業を住民に と っ て 真 に役立 っ サ ー ビ ス 資源と し て
整えながら, 援助課題を達成するため の 手段とし て駆使
し て い る｡ そ こ で , 保健婦が手段と して 用 い て い た行政
事業 ･ 行政計画とそ の実施 ･ 計画主体を , 調査項目①か
ら抽出した｡ 本研究で は, 行政事業と は, 法令や予算措
置, 各種要綱に基づく行政組織と して の 活動で あると定
義し, 年間計画に そ っ て定例的に行われる各種相談, 関
係機関との連携 ･ 調整 の ため の会議, 状況 に応じ て家庭
訪問等の手段を用い て 随時行う地区活動等を さすもの と
する｡
3) 看護の機能の 抽出 : 本研究で は, 行政事業に看護
の機能を織り込んで い く こ と に より, 人 々 に 役立 っ 具体
的なサ ー ビ ス と し て 提供するもの を行政サ ー ビ ス と とら
え る｡ そ こ で , 調査項目① - ③ の記述から, 回答者が行 っ
て い た援助行為とそ の 意図を筆者が解釈 し, 行政事業を
行政サ ー ビ ス と し て い く ため に適用し て い る看護の 機能
とし て抽出し, 分類 した ｡
Ⅲ
. 結 果
2市2町5人(8.3 %), 5保健所1保健相談所17人(32.
7%)の計22人(19.6%)から回答を得た ｡ う ち無効回答 1
市1名を除く21人24事例に つ い て分析を行 っ た ｡
1. 回答者の属性
有効回答者21人の 属性を表1に示す｡
表 1 回答者の属性
項 目
全 体 市 町 村 保 健 所
N - 21 N - 4 N - 17
年 齢 平 均 39.0 歳 -30.8 歳 40.9 歳
内訳 : 20- 29歳 7 (33.3) 3 (75.0) 4 (23.5)
30- 3 9歳 4 (19,0) 4 (23.5)
4 0- 4 9歳 4 (19.0) 1(25.0) 3 (17_6)
50- 59歳 6 (28.6) 6 (35.3)
行政保健婦経験年数 平均 1 2.9 年 3.3 年 15.1 年
内訳 : - 4年 6 (28.6) 2 (50.0) 4 (23.5)
5 - 9年 4 (1 9.0) 2 (50.0) 2 (ll.8)
10- 19年 6 (28.6) 6 (35.3)
20年 5(23.8) 5 (29.4)
そ の 他 の 看護職経験 な し 10(47.6) 2 (50.0) 8 (4 7.1)
あり ll(52,4) 2 (50.0) 9 (52.9)
勤 務 年 数 (
*
1) 平均 2.8 年 2.3 年 2▲9 年
職 ■位 主事級 9(42.9) 4(100. ) 5 (29.4)
主任級 5(23.8) 5 (29.4)
係長級 4(19.0) 4 (23.5)
課長補佐級 3(14.3) 3 (1 7.6)
単位 : 人 ( ) 内は%
*1: 調査対象 と した 市町村 ま た は保健所 に お け る勤務年数
千葉看会誌 V OL. 3 No.2 1997.12 77
2. 事例 の 概要
24事例 に つ い て , 回答者の 所属, 回答者がそ の活動に
取り組み はじめた時期, 活動を行 っ た地区の人口 , 主 な
援助課題 , 手段とし て用 い て い た行政事業 ･ 行政計画と
そ の実施 ･ 計画主体を表2 に示す｡ いずれも 一 定 の地区
全体に及ぶ活動で あ っ た｡ 主 たる活動内容に よ っ て分類
すると高齢者や障害者の在宅ケア支援 (事例1-10), 悼
害児や養育環境に問題の ある児の育児支援 (事例11-13),
市町村 へ の 母子保健事業移管に関わる体制整備 (事例14-
20), 健康づくり支援 (事例21-24) とな っ た｡
表 2 回答事例の概要
保健
棉
所属
事例
番号
人口
* 1
開始 時期
* 2 主
な 援 助 課 題 < 実施. 計画主体 > 手段として 用 いて い た行政事業 . 行政計画
A 市町
村
1 55 lI8. 5 保健婦活動
- の 住民 . 市町村福祉課職員 に
よ る理解 の 促進
(市 町村) 訪 問指導. 関係機関連絡等 に よ る個別援助
B 保健 2 20 H 8. 6 在 宅ケ ア を支え る関係者
の 連携強化 に よ る (市 町村) 高齢者総 合サ ー ビ ス 調整会議, 夜間 ホ ー ム ヘ ル プ モ デ ル
所 サ ー ビス の 質 の 向上 事業 (保 健所) 訪 問指導. 関係機関連絡等 に よ る個別援助
C 保健 3 358 H 7 関係機 関 と
の 連携強化 . 現状把轟, 痴呆 等 (市 町村) 老人ホ ー ム 入所判定会議
所 があ-る 老人ホ ー ム 入所待機者 へ の援助 (保 健所) 地 区担当保健婦の 訪問指導等 に よ る個別援助
D 保健
所
4 358 H 4, 7 在 宅ケ
ア サ ー ビ ス 体制の 明確化
関係機 関 との 連携強化
(保健所) 在 宅ケ ア マ ッ プの 作成 . 改訂
D 保健
所
5 358 H 6. 3 将来
に 向けた地域の 介護力の 向上
関係機 関 との 連携強化
(保 健所) 高校生 を対象と した介護体験教室
E 保健
所
6 8 H 8.12 市 町村 福祉部 門
との 連携強化
市 町村 福祉部 門担当者の 意識の 向上
(市 町村)ヘ ル パ ー 養成講座, 高齢者サ ー ビス 調整会議
F 保健
所
7 136 E 7. 4 痴 呆老 人介護家族
の 介護 ス ト レ ス の解 消と
介護意 欲の 向上
(保 健所) 痴呆老 人の デ イ ケ ア . 家族懇談会
G 保健
所
8 198 H 6. 4 地域
の 関係者によ る精神障害者 へ の 支援ネ ッ
ト ワ ー ク の 維持 . 強化
(保 健所) 精神 障害者の 自主 グル ー プ支援, 精神保健相談
C 保健 9 358 H 4. 4 在 宅ケ
ア ネ ッ ト ワ ー クの 構築 (保 健所) 管内総婦 長会: 社会的入 院 の 調査 . 新 任看 護婦 オ リ エ
所 管 内看護職の 質の 向上 ン テ - シ ョ ン マ ニ ュ ア ル の作成 . 精神病院訪問看護実務者会議
H 保健
所
10 129 H 7
.
8 管内看護職 の 連携強化 . 質 の向上 (保 健所) 管内看護関係者研修会: 会議 . 講演会
.Ⅰ
保健
所
ll 198 H 6
.
4 子
の 障害 に対す る親 の受容 の支援
障害児の 早期療育支援
( 保健所) 発達 健診
J 保健 12 53 H 6
.
10 子
の 障害 に対す る親 の受容 の支援 ( 保健所) 訪 問指導等に よ る個別援助, 障害 児 グ ル ー プ : グル -
所 管内保育園 との 連携 プ 活動 . 講 演套 . 管内保育園の 巡回相談
K 保健 13 198 H 4
,
5 良好な親子関係の 形成
(保 健所)三歳児 健診心理相談 フ ォ ロ ー グル ー プ : グル ー プ活動 .
所 個別相談 . 事例検討 会, 訪問指導等 に よ る個別援助
L 市町 14 76 H 8
.
4 市町村
- の 母子保健事業移管の た め の 体 制 (市 町村) 母子保 健に 関す る地域の 実態調査, 関係機 関と の連絡 .
村 整 備 調整会議, 母子保健 業務計画
C 保健 15 358 H 8
.
8 市 町村
へ の 母子保健事業移管の た め の体 制 (保健所) 乳児健診. 三 歳児健診 . 経 過観 察 健診 . 母 親学級 . 節
所 整備 生児訪 問指導事業 ( 市町村) 母子保健計画
M 保健 16 198 H 5
.
4 市 町村
へ の 母子保健事業移管の た め の体制 (保健所) 母子連絡会 : 育児 に関す る 実 態調 査 . 事例 検討会 . 市
所 整備 町村 に関す る.統計冊子 作成 . 自主サ ー ク ル や 育児 関連 サ ー ビ ス の
一覧冊子作成 ( 市町村) 乳幼児健診マ ニ ュ ア ル 作成 . 母子保 健 関
連統計冊子作成 . 地域 の 遊び場 マ ッ プ作 成 . 母 子保 健計 画, ( 煤
健所 - 市町村) 乳児健 診. 三 歳児健診
N 保健 17 136 H 7
,
4 市 町村
へ の母子 保健事業移管の た め の体制 (保健所) 乳児健診. 三 歳児健診 . 発達 健 診, 母 子保 健事業 移管
所 整備 の ため の調整会議
0 保健 18 136 H 8
.
5 市 町村
- の母子 保健事業移管の た め の体制 (保健所) 乳児健診. 三 歳児 健診, 乳幼 児健 診 マ ニ ュ ア ル 作成 ,
所 整備 精密検査発行者 の 調査, 地区担当保健 婦 の 訪 問指 導等 に よ る 個別
援助, 母子保健事業移 管の ため の 調整会議
P 保健
所
19 136■H 7
.
4 市 町村
へ の母 子保健事業移管の た め の体制
整備
(保健所) 乳児健診. 三 歳児健診 . 発達健診
Q
保健 20 4 H 8
.
5 市 町村
へ の母 子保健事業移管の た め の 体制 ( 保健所) 市町村老人保 健事業支援 の た め の 調 整会議 , 母子 保健
所 整備 事業移管 の た め の調整 会議, 市町村 事業支援計画, 訪問指導
( 市町村) 市町村老人保 健事 業( 保健所- 市 町村) 母子保健事業
氏 保健 21 9 H 7
.
住民 ニ ー ズ の把握 ( 保健所) 社会福祉協議 会主催の相 談事業 へ の 支援協力
.所 関係機 関 との 連携 強化 (9年度か ら市町村) 出張育児相談
S 保健
所
22 14 H 8
.
4 住民
ニ ー ズ の把握
市 町村保健婦 との連 携強化
( 保健所) 地区活動の 一 環 として の 出張健康相談, 訪問指導
T 市町
村
?3 16 B 8. 4
主体 的な健康 づ くり - の 地域住民 の 健康意
識 の 向上
( 市町村) 健康づ くり推進員事業
tJ 市町
村
24 8 H 8
.
4 主体的
な健康 づ くり へ の 地域住民の 健康意
識の 向上 ( 市町村) 保健推進員事業
. 健康教育 . 健 康ま つ り
* 1 : 活動を行 っ た地区 の人 口 . 単 位 : 千人 * 2 : 回答者がそ の 活動 に取 り組 み始 め た時期
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3. 援助課題の内容
2 4事例から抽出した援助課題の 内容は, 以下 に示す9
つ の カ テ ゴ リ ー に 分類 で きた｡
①発達課題の 達成 : 事例21-24は, あ らゆる発達段階
に ある全住民 に つ い て健康的な生活習慣の 獲得に よる健
康づく りを援助するも の で あ っ た｡ ま た , 育児支援に か
かわ る事例11-2 1は, 乳幼児の成長発達の促進および成
人期に ある母親の母親役割の 獲得を支援するもの で あ っ
た｡ 事例1-7 は, 老人 の 加齢に よる機能低下に伴う日常
生活の再適応を援助するもの で あ っ た｡
②健康状態の あ らゆる レ ベ ル へ の 対応 :事例14-24 は
出張健康相談, 乳幼児健診, 健康教育等に より, 健康障
害をかかえ て い な い 者か ら境界域に ある者を中心に あ ら
ゆる健康 レ ベ ル に あ る人々 を援助するもの で あ っ た ｡ 事
例13, 17-19 は境界域 に あ る児 と障害児, 事例1-8,
ll, 12, 17-19 は慢性化した疾患や心身障害をも つ 人々
を援助するもの で あ っ た｡
③健康状態が悪化する可能性を予測した対応 :事例1 -
3, 7, ll-13, 2 1は, 外部から の適切な支援を得る こと
がむずか しか っ た り, 家族 に よる不適切な介護や育児が
行わ れたりする こと に より, 今後, 本人の 健康状態が悪
化する可能性が高い ことから, 予防的な援助が必要で あ っ
た｡
④家族の健康に及ぼさ れた悪影響 へ の 対応 : 事例2,
7, ll- 13, 21は, 子 の 障害に よる絶望感, 育児や介護
に よる不安や ス ト レ ス等, 本人 の みならず家族員の 健康
をも脅か して お り, 家族員 へ の援助が必要で あ っ た｡
⑤ 日常生活上の困難 へ の 対応 : 事例1-7, ll-13 は
加齢や障害等に よ っ て AD L の低下等 , 日常生活上の 困
難があり, 家族以外 に よる援助が必要で あ っ た｡
痴呆 (事例3, 7), 精神障害 (事例8), 心身障害 (事
例12, 13), 育児 (事例16, 21) と い う健康課題をか か
えた事例は, 疾病特性や家族の介護 ･ 育児状況, 地域 の
中の サ ポ ー ト 資源 の整備状況等から社会との つ な がりが
希薄となりが ち で あり, 援助が必要で あ っ た｡
痴呆老人 (事例7), 障害児 (事例11, 12) をか か え
た事例は, 介護や育児が家族生活の 中JL､と な っ て お り ,
家族員自身の生活や人生が軽視され が ち で あ っ た た め ,
家族員自身の生活や人生を取り戻すた め に援助が必要で
あ っ た｡ ま た, こ れ らと事例13 は, 介護者と要介護者 ,
親と子の 間の家族関係の 調整が必要で あ っ た｡
⑥健康課題 へ の 認識の 向上 ･ 健康 に関わる価値観の 改
革 :事例23, 24 は健康課題の存在に本人が気づく こと､ 事
例7, ll, 12 は, 家族が介護や子の 障害を受容 し乗り越
え る ことを通 し て健康に関する価値観を改革 し人間的成
長を遂げる こ と, 事例5 は, 現時点で は当事者で はな い
住民が , そ の 健康課題 へ の 関'L､を高め自分に もかかわ る
問題と して 取り組む必要性を認識する ことと, 健康課題
に 主体的に取り組むため の動機づ けや意欲の 向上を図る
援助が必要で あ っ た｡
ま た , 事例1-3, 6-10, 12-21 は, 市町村保健 ･ 福
祉担当職員, 管内医療機関の 看護職等, 援助提供を職業
とする フ ォ ー マ ル な サ ポ ー ト提供者に対 して , 要援助者
の 現状や援助者と して 果たす べ き役割に つ い て の認識を
深めさせ るため の援助が必要で あ っ た｡
⑦必要とされる援助の 性質の判断 : 24事例 はす べ て ,
保健婦に よる援助の み で なく他の専門職や近隣住民等を
含む幅広い人々 に よる援助が必要で あ っ た ｡ こ の う ち事
例7, 8, 12, 13, 21, 23, 24 は, 同 じ健康課題 をか か
えた住民同士の 支え合いが , 事例5, 22-24 は当事者以
外の住民に よる支援が必要 で あ っ た ｡ ま た , 育児支援
(事例11-21) や高齢者 ･ 慢性疾患や障害者 へ の 援助
(事例1-12), 健康づくり (事例21-24) と, 24事例 は
い ずれも長期的な援助が必要で あ っ た ｡
⑧現行の サ ポ ー ト シ ス テ ム の課題 へ の 対応 : 事例 3,
4, ll, 12 は, 要援助者側に サ ポ ー ト利用 の 意思 はあ る
が, 何を利用す べ きかある い はど こ に何が ある の かわか
らな い ため に サ ポ ー ト へ の ア ク セ ス が困難で あ っ た｡ 事
例13 は, 要援助者はサ ー ビ ス に つ な が っ て い たが , シ ス
テ ム 上 の問題から援助者側が個々 の要援助者の 要望をと
らえる こと に 困難が あ っ た｡ そ の ため, 要援助者とサ ポ ー
ト シ ス テ ム と の つ ながりを強固に し, サ ポ ー ト シ ス テ ム
を利用 しやすい も の に整え て い く ことが必要で あ っ た｡
ま た, 必要な サ ポ ー ト資源が不足して い たり (事例5-
7, 9, 12, 2 1, 23, 24), 個 々 の資源 はある が サ ポ ー ト
シ ス テ ム と し て有効に機能さ せ るため に は相互 の 連携強
化が必要で あ っ た り ( 事例1, 2, 4, 8-13, 22), 母子
保健事業移管の ため に サ ポ ー ト シ ス テ ム の再構築が必要
で あ っ た り した (事例13-21)｡
⑨健康課題をも っ 住民が地域住民の 中で 占め る割合 :
事例23, 24 は全住民を対象とした健康 づく り支援 ､事例
1 4-20 はす べ て の母子を対象とする母子保健､事例3-5,
12, 13 はその 健康課題をかかえた住民が少なか らず存在
するもの で あ っ た｡
4 . 手段として用い て い た行政事業と看護の機能
24事例か ら抽出された看護の機能は, 6 つ の カ テ ゴ リ ー
と 7 つ の サ ブカ テ ゴ リ ー に 分類 で きた｡ 各 カ テ ゴ リ ー 毎
に看護の機能を記述 し, そ の手段とし て用 い られ て い た
行政事業 ･ 行政計画に つ い て あわせ て説明する｡
①援助課題の 明確化 :24事例す べ て に お い て , 要援助
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者側およ び援助者側で ある サ ポ ー ト資源や サ ポ ー ト シ ス
テ ム の両面か ら現状を把握 し, 援助課題を明確化して い
た｡ こ れ ら は､ 地区活動と して 直接的な援助や 関係機関
との連携を行 っ た り (事例1, 2, 12, 13, 20), 発達健
診等の行政事業を実施したり (事例5-8, ll-13, 20-
24), 乳幼児健診来所者の主訴等をまとめたり (事例17-
19), 高齢者サ ー ビ ス 調整会議等関係機関との 連携を目
的とした行政事業 (事例2-4, 9, 10, 16) を通 し て 必
要な情報を収集 したり と, 住民や関係者と直接関わり合
う こと に よる他, 行政が所有して い る統計情報を活用し
たり (事例15, 16), 行政組織と し て 調査 を行 っ た りす
る (事例4, 9, 14, 16) こと に よ っ て行 っ て い た｡
こ の う ち保健所保健婦に よる事例21,22は, 住民 の 身
近なと ころ で相談を受ける こと に よ っ て援助課題を把握
し, 施策 に反映させる ため の手段とし て 出張健康相談 を
行 っ て い た｡
ま た, 4事例は, 団地自治会が主催する住民同士の 交
流の 場に 出向い て 出張健康相談を行う こと に より自治会
役員か ら ｢困 っ て い る人が い る｣ と の情報を得て援助を
開始したり (事例22), 老人 ホ ー ム 入所判定会議に 参加
するこ と に より, 入所待機者の中に保健所とし て援助す
べ き で あると思われる痴呆老人が い る ことを発見して地
区担当保健婦に つ な い だり ( 事例3), 保健所の 相談事
業を利用して い るが援助者 に対し て なか なか うちとけら
れな い母親に対し て積極的に働きか けたりする (事例11,
13) 等, 援助を必要としなが ら自ら積極的に求める こと
の で きな い 人々 を発見し, 手をさ しの べ るもの で あ っ た｡
②相談 : 乳幼児の各種健診事業 (事例11, 15-20) や
そ の 他 の相談事業 ( 事例7, 12, 13), 出張健康相談
(事例21,22) を行 っ たり, 地区活動として個別援助を行 っ
た り (事例1, 12, 13) する こと に より, 健康課題 をか
か えた住民の相談を行 っ て い た｡ こ の うち, ① で も述 べ
たよう に事例11, 13で は, 援助者に対し て なかなかうち
とけられな い住民に 対して 保健婦側から積極的に働きか
け, 気持ちを受容 ･ 支持する こ と で援助を展開する基盤
となる信頼関係を形成 して い た｡
ま た, 市町村保健婦 (事例17) や障害児を受け入れて
い る保育園保母 ( 事例12), 在宅 ケ ア に 関わる関係者
(事例2) と , 援助者に対する相談 も行 っ て い た｡
③教育 : 健康課題をかかえた住民に対して , 健康課題
を解決する ため の具体的な知識や技術の 習得を促す (辛
例7, 12, 13, 22-24) 他, 貝体的な個別援助の 積み重
ねを通 して 保健婦の役割に つ い て 理解を促したり (事例
1), 自分たち の 地区の問題解決の ため に 行政 へ 意見が出
せ るよう に したり (事例24) する こと に よ っ て , 保健婦
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やそ の 他の 行政サ ー ビ ス を サ ポ ー ト 資源と して 主体的に
活用する こ とを促し て い た｡
ま た, 保健婦や事務職等の 市町村職員 (事例6, 12,
13, 15, 16, 18, 20, 21), 保育園保母や新任看護婦等
民間組織の 職員 (事例9, 12), 他 の 住民 を支援する援
助者と して の 住民 (事例5, 23, 24) と , 援助者に 対し
て も, 援助者と して の役割意識を高めたり具体的な知識 ･
技術を習得 したりするため の教育的な働きかけを行 っ て
い た｡
④身体的援助 :事例21, 22 は, 出張健康相談の 中で 身
体的援助で ある血圧測定を行 っ て い た｡ 在宅ケ ア や育児
の支援を目的とする訪問援助 (事例1, 2, 12, 13, 15)
に お い て も血圧測定や清拭, 休浴等の身体的援助が行わ
れ て い る こ とが推測された｡
⑤連携 ･ 調整 : こ れは, さ ら に 以下 の 4 つ に わけられ
た｡
i 家族関係の調整 : 円満な家族生活が営ま れ, 個 々
の家族員の健康が維持向上で きる よう, 障害や発達に問
題の ある児と親の関係 (事例11-13), 介護者と要介護
者の 関係 (事例2, 7) を改善するた め の 調整を行 っ て
い た｡
ii 要援助者と他の援助者との連結 : 回答者と同じ行
政組織 に所属 する保健婦や他職種 ( 事例3, 12, 22),
管内市町村保健婦 (事例17, 18), 医療従事者等の フ ォ ー
マ ル な サ ポ ー ト提供者 (事例8, ll, 24) 杏, 要援助者
を支えるた め に役立 っ 人々 と判断し, 援助提供を依頼し
たりする こと に よ っ て 要援助者と結び っ け て い た｡
in 他 の援助者との連携 ･ 調整 :事例7 を除くすべ て
の事例が, 要援助者を支え るため に直接的 ･ 間接的に役
立 っ 人 々 を判断し, 協力を依頼したり, 援助目標や役割
分担を明確化したりする こと に よ っ て 連携 ･ 協働し て い
た｡ 連携 ･ 協働し て い た援助者は, 回答者と同じ自治体
の 保健婦 ･ 他職種 ･ 上司 ･ 福祉部門事務職 ･ 教育委員会
( 事例1, 3, 12-14, 16, 17, 19, 21), 所管保健所
(事例14) ･ 管内市町村の 保健および福祉部門 (事例2 -
4, 6, 8-18, 20-22), 医療機関 (事例2, 8-12), 氏
間福祉部門で ある保育園や老人ホ ー ム ･ 社会福祉協議会 ･
福祉公社 (事例2-5, 12, 14, 21), さ ら に は非専門職
で ある民生委員 ･ 自治会役員 ･ 保健推進員 (事例2, 22-
24) と多岐にわた っ て い た｡
iv 援助者相互の 連結 ･ 調整 : 援助者同士を結び っ け
たり目標の共有化や相互の役割分担を明確化を促したり
する こと に より, 幅広 い援助者に よる組織的な問題解決
を図 っ て い た (事例2-4, 8-12, 16, 17, 20, 24)｡
ii, iii, iv はい ずれも他の援助者か ら の協力を得るた
め に 障害児 グ ル ー プ等, 行政事業を手段と して 活用し て
い た｡ 事例8-11 は, 公共性や指導力を持 つ 保健所が関
わると い う こ とが関係者の協力を得やすくしており, ii,
iii, iv の 機能を発揮するため に役立 っ て い た ｡ 事例 2-
4, 9, 10 は, 管内総婦長会等, 連携を目的とする行政事
業を用い て iii, iv の 機能を発揮 して い た ｡ ま た, 行政事
●
業の 活用以外に は, 上司を関わ らせる こ と で組織とし て
対応する よう に したり (事例17, 20), 保健所の 専門他
職種に よる支援協力を仲介す る こと で 連携 を図 っ た り
(事例16, 20), 弱体化し て い た管内精神病院に保健所の
精神保健相談医を依頼する こと に よ っ て 権威を与え, 管
内関係機関の ネ ッ ト ワ ー ク の 中核と して の役割を維持さ
せ たりし て い た (事例8)｡
⑥サ ポ ー ト資源 の質的 ･ 量的確保 :24事例はいずれも,
地域社会全体を見渡 して社会資源の整備状況 をと らえ ,
既存 の社会資源を利用可能なサ ポ ー ト資源とし て 開拓 し
充実 ･ 発展させたり, 必要な サ ポ ー ト資源が存在 しな い
場合に は新た に開発 ･ 育成したりする こと に よ っ て , サ
ポ ー ト資源を質的 ･ 量的 に確保し て い た｡ こ れ はサ ポ ー
ト の供給主体 に よ っ て さ ら に以下の 3 つ に分 けられ た｡
i 保健事業の開発 ･ 充実 :24事例はいずれも, サ ポ ー
ト資腺と して 障害児グ ル ー プ等 の新たな行政事業を開発
したり (事例4-6, 9, 10, 12, 14-2 1), 既存 の 行政
事業の 改善 ･ 発展や評価を行 っ た り (事例2, 3, 4, 5,
7 - ll, 13-20, 23, 24), 地区活動の 充実 (事例1, 3,
22) を行 っ た りし て い た｡
保健所保健婦に よる17事例中14事例は管内市町村の保
健 ･ 福祉行政事業の 開発 ･ 充実 ･ 発展を支援するもの で
あ っ た｡ 事例15-20 は, 平成9年度より母子保健事業が
都道府県保健所か ら市町村 へ 移管されるため, 移管予定
の母子保健事業に つ い て , マ ニ ュ ア ル を作成 した り, 事
業実施を通 して つ か ん だ利用者の ニ ー ズ や関連する統計
情報等を整理 して 提供したり, 市町村保健婦の 事業見学
を受け入れ たり, 移管後も しば らく は指導と い う形で 一
緒 に事業を行 っ た りする こと に より , 保健婦とし て何を
大事にす べ きかと い う援助の 視点を確実に引き継 ぎ, 市
町村移管後もサ ー ビ ス の質が維持 ･ 向上されるよう努力
して い た｡ 事例6 は市町村福祉部門が ヘ ル パ ー 養成講座
を開催するに あた っ て講師を依頼されたもの で あり, 誠
意をも っ て応える こと で 市町村との信頼関係を築き つ つ ,
市町村福祉部門事務職の 援助者とし て の役割意識の 向上
を働きかけ て い た ｡ ま た, 事例2 は, 市町村事業で ある
高齢者サ ー ビ ス 調整会議に参加する こと に よ っ て , さ ま
ざまな関係者が それぞれ の立場から発言する の を冷静に
判断し, 要援助者に と っ て何が必要で あるか を皆で考え
て い く よう調整したり, 何か困 っ た とき に は相談で きる
場と し て同会議を関係者 に認識して もらえる よう働きか
けて い た｡
ii 民間サ ー ビ ス の 育成 ･ 支援 :事例8-10, 1 2, 2 1
は, サ ポ ー ト資源と して 医療や福祉に 関わ る民間サ ー ビ
ス を育成 ･ 支援し て い た｡ 事例21は, 社会福祉協議会が
相談事業を開催するた め に相談員と して の 協力を依頼さ
れ たも の で あるが, 相談を行う中で 利用者層に偏りがあ
る ことを把握し, 同会 に対し て 出張育児学級の 同時開催
を提案し実現させる こ と に よ っ て , 利用者層を拡大し事
業の活性化を図 っ て い た｡ ま た , 事例9,10は, 管内医
療機関に おける看護の 質の 向上を図るた め に , 管内総婦
長会等連携を目的とする行政事業を活用し, 地域 に共通
する課題を共通認識したりそれぞれ の 役割分担を明確化
したり して い た｡
塩 住民活動の 育成 ･ 支援 : 同じ健康課題をか かえた
住民同士や当事者以外の住民に よる支え合い を促すため
に , 住民 の 健康 へ の関心や支え合い 意識を高め, 住民を
組織化 したり (事例7, 12, 13, 21, 23, 24), 既存 の
住民組織を育成 ･ 支援したり (事例8, 22) し て い た ｡
事例5 は, 住民 の組織化で はなく, 将来 の介護力向上の
ため に老人問題 へ の関JLlと支え合い 意識の 向上を隣る こ
とをめざ して , 高校生を対象に介護教室を行うもの で あ っ
た｡
Ⅳ . 考 察
1 . 保健福祉行政サ ー ビス の充実にかかわる看護の役割 ･
機能
実践活動に お い て 保健婦が果た して い た看護の役割 ･
機能 の特質 は何か , そ れ は今日 の保健福祉行政サ ー ビ ス
に期待され て い るどの ような役割 ･ 機能を担い , 真に人々
に役立 っ もの とし て発展させ て い るか を考察した｡
1) 真に必要とする人 へ の必要な サ ポ ー ト の保障 : 煤
健婦は, 健康課題の存在 に気づか なか っ た り受容 しきれ
なか っ た りするため に , 必要 で ありながら自らサ ポ ー ト
を求め て こ な い人 々 が, 健康課題の存在に気 づ い たり受
容したりする ことを支え , 健康課題を解決するた め の動
機づ けや意識の 向上を行う こ と に よ っ て , 問題解決 - の
主体的な取り組みを促し て い た｡ ま た, 日常生活の営み
を支援すると い う看護の機能に より, 健康課題をかか え
た本人と日常生活をと も にする家族に つ い て も, 本人 の
健康を支える存在と し て の みならず, 一 個人とし て自分
らしい生活や人生を送る権利を持 っ 存在とみなし, 家族
自身の より よ い生活や人生の ため の 援助を行 っ て い た｡
さ ら に , サ ポ ー ト資源が質的 ･ 量的 に不足し て い た り
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相互の連携が不十分で サ ポ ー ト シ ス テ ム と し て有効に機
能して い なか っ た りするため に , サ ポ ー ト を利用する意
思があ っ て も得る こと の むずか し い人々 に対し て は, 必
要な サ ポ ー ト資源を開拓 ･ 開発 したり , サ ポ ー ト提供者
相互 の連携を促したりする こと で , 必要な サ ポ ー ト が得
られるよう に し て い た｡
こ れ らの 人々 は保健 ･ 医療 ･ 福祉か らな る各種 ヘ ル ス
ケ ア サ ー ビ ス か らは通常で あれば こぼれ落ちて しまう人々
で ある｡ したが っ て , 看護が こ の ような役割を担う こと
紘, 必要とするす べ て の人 々 が必要なサ ポ ー ト を平等に
得られる よう に し, 健康生活を保障するもの で あ っ た ｡
こ れ は, 健康生活の保障を基本的人権とし てすべ て の人々
に保障する 2) 3) 4) と い う , 行政 サ ⊥ ビ ス の存在目的を貝
現するも の で あ っ た｡
2) 地域社会とし て の サ ポ ー ト シ ス テ ム の 活性化 :煤
健婦は, 自らも援助者とし て要援助者に直接かか わる こ
とを通 して , 要援助者がより質の 高い 生活を営むため に
は何が必要で あるか を判断し, 専門職 ･ 非専門職を問わ
ず幅広い 人々 に伝え て い た｡ こ の よう に して , そ れ ら の
人 々 の援助者と し て の役割意識を高め , 潜在的な能力を
引き出すこと に よ っ て , サ ポ ー ト 資源を開拓 ･ 充実 ･ 発
展させたり , 必要 に応じ て新たな サ ポ ー ト資源を自ら つ
くり出した りし て サ ポ ー ト資源を確保すると同時に , 個々
の サ ポ ー ト資源を っ な ぎ合わせ て サ ポ ー ト シ ス テ ム を構
築し て い た ｡ こ れ ら の サ ポ ー ト 資源は, 行政事業の みな
らず民間サ ー ビ ス や住民活動等多岐に わた っ て お り, 煤
健婦は サ ポ ー ト資源 の質や量を保障するため に努力し て
い た｡ ま た , 要援助者を適切な援助者と結び っ ける こと
に よ っ て サ ポ ー ト シ ス テ ム の 中に取り込んだり , 要援助
者側に対 して 相談や教育を行い , 主体性を高め る こと に
よ っ て サ ポ ー ト シ ス テ ム の能動的な活用を促 して い た｡
住民 一 人 一 人の 主体性を形成し, 住民同士に よる支え
合い や行政 へ の 住民参加を促す こと に より, 住民自らが
地域社会の 課題 に主体的に取り組ん で いく住民自治を支
援しながら 5) 6) 7) 8) , 行政, 民間, 住民が力を合わせ て
地域社会と して の 組織的な問題解決を図る こ とを促 し,
健康な地域社会づくりを行う 9)10)ll) こ と は, 行政サ ー ビ
ス に求められる基本的な役割で ある｡ こ の役割を看護専
門職が担う こと に よ っ て , 前述したよう に , 援助者と し
て の 責任性や自治の担い 手とし て の住民自身の責任性が
より主体的に発揮され, 地域社会とし て の サ ポ ー ト シ ス
テ ム が活性化し, 有効 に機能するよう に なる こと で , 健
康な地域社会の維持 ･ 発展 に つ なが ると いえ る｡
住民 ニ - ズ が多様化 ･ 高度化し, 社会保障制度の改革
に よ っ て サ ー ビ ス 供給資源が整備充実さ れ る に つ れ て ,
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行政に求められ る役割の重点は, サ ー ビ ス を直接提供す
る ことか ら, 地域 の社会資源や住民組織活動を連携 ･ 調
整したり活性化したり, こ れ ら の サ ー ビ ス の質を保障し
たりする こと に シ フ ト し っ っ あ る12)｡ した が っ て , こ の
役割は, 今後さ ら に発展させ て い く こ とが必要で ある｡
3) 市町村と都道府県の重層構造 に よる地域 へ の責任
性の発揮 : 結果の⑥ i で述 べ たよう に , 保健所保健婦は,
市町村職員と とも に取り組み, 住民 の 立場を代弁 しなが
ら, 具体的な指導 ･ 助言や他の 関係者との 調整を行 っ た
りする こと で , さ ま ざまな市町村保健 ･ 福祉事業を, 住
民 にと っ て 真 に役立 っ もの とし て 開発 ･ 充実 ･ 発展する
こと を促し て い た｡
広域的自治体で ある都道府県と基礎的自治体で ある市
町村と は, 地方自治法第2条6項や地域保健法第 3条 ,
第8条, 第21条等に規定され て い る よう に , そ れ ぞれ の
役割を重層的に果たす こと に よ っ て , 所管区域に対する
行政と して の 責任を果たす ことが求め られ て い る｡ 看護
が こ の 部分を担い , 前述したような働き をする こ とは ,
市町村と都道府県との関係をより密接 に し, 行政 サ ー ビ
ス の 質を向上させ る こと に よ っ て住民の 健康生活を守る
こと に貢献するも の で あ っ た｡
4) 予防活動の積極的な推進 : 保健婦 は, 疾病や障害
を持たな い人々 や境界域に ある人々 へ の 健康づくり ･ 疾
病予防や , 現在すで に何らか の健康障害をかかえ て い る
が, 今後さ らに 本人や家族の健康状態や日常生活に悪影
響を及ぼすことが予測され る健康課題に つ い て , 健康被
害を最小限にと どめ るための 予防的な活動を行 っ て い た｡
将来を展望 して 起こ りうる問題を予測し, 問題状況の
発生を未然に 防ぐた めの 活動を , 長期的な視点の もと で
計画的か つ 積極的に行う13)14) 15) こ と に よ り, 健康 な地域
社会を維持 ･ 発展させ て い く こ と は, 行政 サ ー ビ ス に求
められ て い る役割で ある ｡ 看護専門職とは, 発達課題の
達成等, 人 の 一 生 を見据えた長期的な視点をもち, あ ら
ゆる レ ベ ル の健康状態にある人々 を対象とし て , 住民 の
生活に深く関わり, 家族と して の 生活の営みや地域社会
との関わり等を総合的に とらえる も の で あ る こと か ら,
こ の部分を看護が担う こと に よ っ て , 住民自身も気づか
な い ような潜在的な健康課題とそ の 解決の あり方を早期
に発見し, 予防活動を積極的に推進すること によ っ て 質
の 高 い健康生活を住民に保障するもの で あ っ た｡
2
. 保健福祉行政サ ー ビス を枠組みとする看護の役割 ･
機能を とらえ る方法
本研究で は保健福祉行政サ ー ビ ス を枠組みとする看護
の 役割 ･ 機能を とらえるため の研究方法を模索した｡ 看
護の 機能 ･ 役割は看護専門職の主体的な判断に よ っ て発
揮され るもの で ある ことから, 何が援助課題で あり, ど
う い う方法で取り組ん で い こ うと し て い る の かと い う看
護専門職の認識をと らえる ことが重要で あ っ た｡
Ⅴ . 今後の課 題
保健婦 (士) 活動は, 住民 の も つ 健康課題やそれ ら に
対する ヘ ル ス ケ ア サ ー ビ ス シ ス テ ム 等, 地域 の 実情に応
じて 展開する も の で ある｡ 本研究は, 住民 へ の 直接的な
サ ー ビ ス の提供主体とし て保健所が大きな役割を果たし
て き た東京都多摩地区とい う 一 地域 における保健婦 (士)
活動に つ い て , 保健婦 (士) の認識を分析した｡ 今後は,
本研究の成果をふ まえ て調査対象を全国に拡大し, さ ら
に研究を深め て いく ことが必要で ある｡
(本研究は公益信託山路ふ み子専門看護教育研究助成基
金に よる助成を得て 行われた)
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Do cto r al Pr ogr a min Nu r sing･ Gr adu ate Scho ol of Nu r sing C hiゎa Univ e r sity･
K E Y W O R D S:
public he althn u r sl ng, public administr atio n s e r vice , fo r m al s up po rt, info r mal sup po rt
Tbe purpo s e of this study w a s to clarify the fu nctions of c o nte mpo r aly n u r sl ng CO ntributed to
im pr o v e o npublic administr atio n s er vic e of he alth a nd w elfar ein Japan ･
Data w a s c ollected fr om 24e x a mple s practic ed by21public he alth n u r s e s(P H Ns) a s who were
e mployed by6public he alth center s a nd 4city go v e r n m e nts of Tokyo witha s elf-r epo rt qu e stio n n air e･
PH N
,
s rec ognitio ns w erein v e stigated in te r ms of the follo wing thr e edim entio n s :(a) needs fo r help
of patie nts a nd their familie s, ot her c a r egiv er s, (b) the program s of public administr ation s e r vic e
u s ed a s m e a n sby P HNs, (c) the fu n ctio n s of n u r sing . T hen they w e r ein v e stigated ho w they w e r e
u s eful for de v elopm ent of the public he alth administr atio n s ervic e of healt ha nd w elfa r e･
The data a n alysisidentifiedthe follo w i ng fa ctors c ontributing to de v elopm ent of the public he alth
administratio n s e r vic e of he alth a nd w elfa r e. (1) P HNs gu a rante e the fo r mal a nd info r m al sup port
fo r the people who r e乱ly n e ed help, but ha rd to get the m ; (2) P HNs c o ntribute fo r ke eping and
de v eloping of c om munitie
'
s he alth thr o ugh c o n structing the s ocial sup purt syste m s; (3) P HNs
c ontribute for a s u ming r e spo n sible for c o m m u nitiesby both prefe ctu r e a nd city go v e r n m n ets; (4)
p H Ns le ad prom oting healtha nd pr e venting dis e a s ea slo ng te r m plan ･
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